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2007 年 3 月 28 日 

 

投投投投    資資資資    家家家家    のののの    皆皆皆皆    様様様様    へへへへ    

2008 年 1 月中間期末決算速報を投資家の皆様にご報告いたします。 

 

次の５点についてご説明いたします。 

 

［［［［１１１１］］］］    今今今今中間中間中間中間期末期末期末期末業績結果業績結果業績結果業績結果    

［［［［２２２２］］］］    今今今今通期通期通期通期末末末末業績業績業績業績目標目標目標目標のののの見通見通見通見通しししし    

［［［［３３３３］］］］    商品別商品別商品別商品別方針方針方針方針    

［［［［４４４４］］］］    今今今今下半期下半期下半期下半期重点重点重点重点方針方針方針方針    

［［［［５５５５］］］］    ＴＺＨＤＴＺＨＤＴＺＨＤＴＺＨＤにににに関関関関するするするする特記事項特記事項特記事項特記事項    

 

 

［［［［１１１１］］］］    今中間期末今中間期末今中間期末今中間期末業績結果業績結果業績結果業績結果 ：：：：    営業収益営業収益営業収益営業収益････経常利益経常利益経常利益経常利益はははは､､､､連結連結連結連結････単体共単体共単体共単体共にににに期初公約通期初公約通期初公約通期初公約通りりりり業績達成業績達成業績達成業績達成

していますしていますしていますしています｡｡｡｡尚尚尚尚､､､､中間配当中間配当中間配当中間配当はははは前中間期同様前中間期同様前中間期同様前中間期同様、、、、1111株株株株・・・・150150150150円円円円をををを予定予定予定予定していますしていますしていますしています｡｡｡｡    

 

 連結 

営業収益 

連結 

経常利益 

連結 

当期利益 

単体 

営業収益 

単体 

経常利益 

単体 

当期利益 

今中間期末実績(08/1) 642 億 175 億 72 億 411 億 137 億 77 億 

期初公表値 (08/1) 570 億 170 億 85 億 390 億 135 億 75 億 

対 公 表 値 比 
＋72 億 

＋13% 

＋5 億 

＋3% 

－13 億 

－15% 

＋21 億 

＋5% 

＋2 億 

＋1% 

＋2 億 

＋2% 

前中間期末実績(07/1) 536 億 154 億 92 億 352 億 119 億 73 億 

対 前 年 同 期 比 
＋106 億 

＋20% 

＋21 億 

＋14% 

－20 億 

－22% 

＋59 億 

＋16% 

＋18 億 

＋15% 

＋4 億 

＋6% 

 

 

（注1） 単体業績(ＡＦ46 分社前のＳＦＣＧ業績)は、①ＳＦＣＧ単体＋②ＡＦ46 社＋③ＳＦ不動産

ｸﾚｼﾞｯﾄ社＋④ﾍﾟｶﾞｻｽ社(不動産担保貸付ＳＰＣ)、以上各社の合計業績であります。 

（注2） 今中間期末連結当期利益の期初公表値比▲13 億の主要因は、2 点(合計：▲20 億)で

あります。即ち、①ｅ-ＭＡＸの 100%子会社化に伴う特別損失：▲9 億(前期の売却益に

対する修正損)②ＴＺＨＤの繰越損失早期消化に伴う税金増加による、結果としての利

益の減少：▲11 億)、合計：▲20 億が主要因であります。 

（注3） 今中間期末連結当期利益の前年同期比▲20 億の主要因は、前中間期末に発生した

特別利益合計：41 億(内訳：①ＴＺＨＤ株式売却益：30 億②ｅ-ＭＡＸ株式売却益：11 億)

に相当する特別利益が、今中間期末には発生しない事が主要因であります。 
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［［［［２２２２］］］］    今通期末業績目標今通期末業績目標今通期末業績目標今通期末業績目標のののの見通見通見通見通しししし ： 新貸金業法施行に伴うｸﾚｼﾞｯﾄ・ｸﾗﾝﾁ及びｸﾞﾛｰﾊﾞﾙなｻﾌﾞﾌﾟ

ﾗｲﾑ・ﾛｰﾝ問題の悪影響という激震下なるも、飽く迄も、期初目標達成を目指します。    

 

 連結 

営業収益 

連結 

経常利益 

連結 

当期利益 

単体 

営業収益 

単体 

経常利益 

単体 

当期利益 

期初公約値 (08/7) 1,210 億 380 億 185 億 825 億 290 億 160 億 

前通期末実績（07/7) 1,098 億 356 億 25 億 736 億 284 億 155 億 

対前年同期比 
+112 億 

+10% 

+24 億 

+7% 

+160 億 

+640% 

+89 億 

+12% 

+6 億 

+2% 

+5 億 

+3% 

 

 

［［［［３３３３］］］］    商品別方針商品別方針商品別方針商品別方針 ：：：：    期初に公表した今通期末の商品別残高目標を、予定通り達成の見込みで

あります。    

 

今中間期末実績 今通期末残高目標 

 
前通期末 

残高実績 残高実績 
前期末比

増減・率 
残高目標 

前期末比

増減・率 

今  期  の  方  針 

商  工 

ﾛ ｰ ﾝ 
2,702 億 2,623 億 

-79 億 

-3% 
2,500 億 

-202 億 

-7% 

①無担保無保証の裸与信完全撤退②

個人事業主敬遠③売掛金有先にｼﾌﾄ 

→ 零細から中小・中堅企業へのｼﾌﾄ。 

⇒ 今後の 2 年間でﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ完全入替

を指向。 

不動産 

担  保 
3,441 億 4,107 億 

+666 億 

+19% 
4,000 億 

+559 億 

+16% 

期初予定通り今期は踊り場。引続き、拡

大よりも慎重方針。不動産市況は下降

傾向につき、引続き慎重方針。  

⇒ ①更地案件敬遠②大口案件注意③

最長貸出期間を 1 年から 6 ｹ月に短縮。 

手  形 

割  引 
253 億 268 億 

+15 億 

+6% 
300 億 

+47 億 

+16% 

ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞの返済条件を手形割引条件と

するｾｯﾄ販売の強化により、残高拡大を

目指す。 

ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ 

他 

新商品 

  0 億 56 億 
+56 億 

－% 
200 億 

+200 億 

 －% 

①上期でのﾃｽﾄ・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞをほぼ完

了。②大口ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞはＪﾌｧｸﾀｰで取扱

い。②ＪﾌｧｸﾀｰがＨＩＬＣＯ社の ABL のﾉｳ

ﾊｳ移転の受皿となる。 

合計 6,396 億 7,054 億 
+658 億 

+10% 
7,000 億 

+604 億 

+9% 
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［［［［４４４４］］］］    今下半期重点方針今下半期重点方針今下半期重点方針今下半期重点方針    ：：：：    ３３３３点点点点    

 

１１１１....    店舗統廃合店舗統廃合店舗統廃合店舗統廃合    ：：：：    今期今期今期今期期初期初期初期初のののの 106106106106 店舗店舗店舗店舗からからからから今期今期今期今期期末期末期末期末のののの 52525252 店舗店舗店舗店舗にににに統廃合統廃合統廃合統廃合をををを進進進進めるめるめるめる方針方針方針方針ですですですです。。。。

但但但但しししし、、、、店舗統廃合店舗統廃合店舗統廃合店舗統廃合によりによりによりにより営業人員営業人員営業人員営業人員のののの削減削減削減削減はははは行行行行なわずなわずなわずなわず、、、、原則原則原則原則としてとしてとしてとして継続雇用継続雇用継続雇用継続雇用のののの方針方針方針方針ですですですです。。。。    

 

(1) 東京と北海道のみ複数店舗とし、その他は、各県 1 店舗に統廃合を行い、都市部集中のｱ

ｰﾊﾞﾝ型営業に移行する方針です。 

 

(2) 同時に、顧客ﾀｰｹﾞｯﾄを、従来型の零細顧客から中小顧客に顧客層を上げて行く方針です。

これは、100 万円の商工ﾛｰﾝを田舎の美容院とか喫茶店に貸し付けても、15%上限金利時

代には採算が合わない、という事であります。 

 

(3) 又、同時に、少なくとも、売掛金を有する顧客に対し、商工ﾛｰﾝ単品だけではなく、ﾌｧｸﾀﾘﾝ

ｸﾞと割引を併売し、営業効率を向上させて行く方針です。 

 

２２２２....    与信管理与信管理与信管理与信管理のののの一層一層一層一層のののの強化強化強化強化    ：：：：    上限金利上限金利上限金利上限金利 15151515％％％％時代時代時代時代へのへのへのへの適応加速適応加速適応加速適応加速させるさせるさせるさせる方針方針方針方針ですですですです。。。。    

 

(1) 新規貸出については、「売掛金無し先」敬遠方針を継続します。これに加えて、既存貸出に

ついては、特に、消費者金融の顧客とｵｰﾊﾞｰﾗｯﾌﾟする個人事業主向け貸付については、

遅延管理の一層の強化による期限の利益の喪失事項を適用して、撤退する方針です。こ

の個人事業主向け貸付先からの撤退については、血を流す事も恐れず方針を敢行しま

す。 

 

(2) 新貸金業法への適応を加速させる為の前項(1)における「個人事業者」及び「売掛金無し

先」からの撤退に伴っては、相当な反動が懸念されます。これに対しては、今後の状況を

見て、例えば、「新貸金業法適応引当金」といった性格の引当金を、下半期に積み増しす

る事を検討しています。 

 

(3) 不動産担保融資については、今期期初の予定通り、当期は踊り場として、残高の拡大より

も、与信管理の強化による債権の良質化保持に傾注する方針です。 

 

３３３３....    世界的世界的世界的世界的なななな金融情勢金融情勢金融情勢金融情勢のののの激震下激震下激震下激震下、、、、ﾜｰｽﾄﾜｰｽﾄﾜｰｽﾄﾜｰｽﾄ・・・・ｹｰｽｹｰｽｹｰｽｹｰｽにににに備備備備えるえるえるえる前広前広前広前広のののの資金調達資金調達資金調達資金調達    ：：：：    先手必勝先手必勝先手必勝先手必勝のののの方針方針方針方針でででで

すすすす。。。。    

 

(1) 本年 2 月 26 日の 400 億のＣＢ発行により、今後の成長資金の早め確保を行ないました。 

 

(2) 既存調達先からの調達枠については、継続確保済みであります。 
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(3) 加えて、新規調達先(ﾄﾞｲﾂ証券・ﾄﾞｲﾂ銀行等)の追加開拓にも注力し、万全の資金調達を企

図しています。 

 

 

［［［［５５５５］］］］    ＴＺＨＤＴＺＨＤＴＺＨＤＴＺＨＤにににに関関関関するするするする特記事項特記事項特記事項特記事項 ： ３点    

 

１１１１....    ＴＺＨＤＴＺＨＤＴＺＨＤＴＺＨＤのののの自力資金調達自力資金調達自力資金調達自力資金調達 ： 昨年 10 月のＫＥＨＤとＴＺＨＤの合併中止によって、ＴＺＨＤがｸﾞﾙ

ｰﾌﾟ唯一の持株会社たる構想が無くなった以上、ＴＺＨＤは、親会社たるＳＦＣＧの方針たる子

会社による「自力資金調達原則」に従うものとしています｡    

    

２２２２....    前項前項前項前項 1111 のののの必然的帰結必然的帰結必然的帰結必然的帰結としてのとしてのとしてのとしてのＴＺＨＤＴＺＨＤＴＺＨＤＴＺＨＤのののの事業兼営持株会社化事業兼営持株会社化事業兼営持株会社化事業兼営持株会社化 ： 配当のみに依存し、安定的

な事業収入が無い純粋持株会社の資金調達は、圧倒的に不利であります。従って、今後の

ＴＺＨＤは、ｸﾞﾙｰﾌﾟの核となる有力な 100％子会社との合併により、事業兼営持株会社化を指

向します。具体的には、ﾌｨｰﾋﾞｼﾞﾈｽによる安定的なｷｬｯｼｭﾌﾛｰを持ち、且つ、ｸﾞﾙｰﾌﾟのどの会

社ともｼﾅｼﾞｰ及び親和性の強い、云わば、Ｏ型血液型会社たるＭＡＧをｸﾞﾙｰﾌﾟの中心に据え

る事を検討中であります。    

    

３３３３....    「「「「選択選択選択選択とととと集中集中集中集中」」」」及及及及びびびび「「「「整理統合整理統合整理統合整理統合」」」」のののの３３３３方針方針方針方針    

 

(1) 第 1 に、ＴＺＨＤは、投資会社から脱皮し、実業会社に移行します。 

 

(2) 第 2 に、ＴＺＨＤの事業分野を、①不動産・建設関連②金融関連(ＳＦＣＧとｵｰﾊﾞｰﾗｯﾌﾟしない

前提)③健康・ｽﾎﾟｰﾂ・ｻｰﾋﾞｽ関連の３分野に「選択と集中」を行ないます。尚、ｸﾞﾙｰﾌﾟ関連

会社たるＫＥが、昨年 12 月 12 日に買収した東証 2 部上場の中古車ﾃﾞｨｰﾗｰたるＳＧＨ(ｿﾘｯ

ﾄﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ)についても、将来的には、ＴＺＨＤ傘下にての再生を検討中であり

ます。 

 

(3) 第 3 に、ＴＺＨＤ傘下の子会社については、実績の伴わない子会社は「整理」し、又、同じ分

野の子会社は「統合」してまいります。ﾏｲﾀﾞｽ・ｷｬﾋﾟﾀﾙ(卸金融)とＪﾌｧｲﾅﾝｽ(旅行ｸｰﾎﾟﾝ割引)

との 4 月 1 日時点での合併を予定していますが、これがその一例であります。 

 

－以上－ 


